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1. 研究背景 

 現在、日本では少子高齢化が進んでいる。

地方の農村部では高齢化率が特に高くなり、

人口だけでなく社会機能を支えることがで

きない場所が出てきた。このような地域で

は人々の生活を支えるために必要な機能を

持つ施設を維持することができないと判断

され、撤退や廃止となった場所がある。そ

の地域に取り残された人々は地域内でこれ

までの生活の質を支えることができなくな

り、生活の質を保つために自ら長距離の移

動を余儀なくされるケースもある。 

 筆者は研修室が茨城県常陸太田市高倉地

区で行っている「中山間地域における交通

需要実態調査」のフィールドワークに携わ

り、従来のように、高齢者が供給者のもと

に赴くのではなく、供給者が高齢者のもと

に訪問するという形式を考えたが、高倉地

域ではすでに移動販売車両が地域を訪問し

ているのにもかかわらず、利用者が少なく、

住民の生活に結びついていない現状が見受

けられた。 

 研究目的は農村・山間地域の住民の生活

の質を保つことを目的とした移動販売が持

続可能な形で成立するための要素について

整理することである。本論文では、このた

めに既往の移動販売事業に関わるステーク

ホルダーの役割を明らかにし、移動型サー

ビス導入から利用者の増加や定着までの要

因を整理する。 

2. 移動型サービス 

生活の質を保つ日常的な活動から買い物

について着目すると、買い物難民支援や食

料アクセス問題として行政が対応を行って

いる。経済産業省の買い物弱者応援マニュ

アル 3.0 によると、支援策には大きく分け

て 5 つあり、「①家まで商品を届ける」とい

う宅配や買い物代行、配食、「②近くにお店

を作る」という移動販売や買物場の設置、

「③家から出かけやすくする」移動手段の

提供、「④コミュニティを形成する」会食、

「⑤物流を改善・効率化する」物流効率化

などがあるが、本研究では、低いアクセシ

ビリティでの生活に必要な日常の買い物を

支援するという理由で、移動販売に対象を

しぼることとした。また、移動販売にはオ

フィス街で見かけるキッチンカーのような

ものではなく、スーパーマーケットのよう

な日常の買物の対象となる商品をトラック

に乗せ決まった日時で運行するものとして

扱う。 

このような移動販売の利点としては、消



費者の元に商品が来ること、商品の選択が

できるということ、人々の交流の拠点とな

ること、外出の機会となること、供給者に

とっては新規商圏の創出や新規顧客開拓、

が挙げられる。対して移動販売の課題とし

ては運送コスト、人件費、商品廃棄ロスの

可能性、販売価格の値上げ、高い初期投資

がある。さらに、移動販売には食品の販売

許可や手洗い設備設置義務がある。 

移動型サービスに関わる官民の役割につ

いて、倉持ら（2015）は損益分岐点分析モ

デルにより民間だけでの運営には限界があ

り官民役割分担が必要としている。また、

柴田（2016）は移動販売の損益分岐点計算

の数式を基に、収支均衡が成り立つ収入お

よび利用者数、移動販売のルート近辺の人

口を試算し初期費用への補助や利用者への

手数料が採算性の確保をしやすくしており、

目標収入を上回った場合の手数料を下げる

といった利用促進も提案している。また倉

持（2016）によると移動販売は利用者減少

により民間だけでは事業継続が難しくなる

として効果的な官民連携の事業モデルを提

案している。 

総務省の実態調査（2017）によると、各

省庁が異なる補助金を出しており、対応分

野が重なっていることや事業者から見てど

の補助金が対応しているかの判別ができな

いまたは認知しきれないなど情報の一元化

や整理が求められている。地方公共団体に

おいては対応する部局がそれぞれ異なって

おり、ステークホルダーが相談する際に混

乱が生じ、また部局間でも情報共有がなさ

れていない現状から問題となっている。 

先行研究では高齢者の人口減による移動

販売業の収縮が唱えられていたが、高倉で

の利用が少なかったことや買い物弱者の推

計が 700 万人と人数が非常に多く今後も増

加傾向にあると予想されていることから、

移動販売の利用をする潜在的ニーズも増え

る可能性があると考える。そこで、継続可

能だと思われる他の事業の実地調査を行い、

移動販売の利用者が増えるような取り組み

や移動販売の形態を整理する。 

3. 調査手法 

 移動販売の実態調査を行うために、調査

の対象者は複数のステークホルダーに行う

こととした。利用者アンケートと販売員へ

のアンケート並びに事業者へのインタビュ

ーを実施し、移動販売に関わる三者への調

査を行った。 

 対象地は官公庁の報告書や新聞記事等で

事業が継続可能と判別でき、移動販売事業

に関わるステークホルダーが異なるものを

選定し以下の３つの事例（表１）について

調査した。 

表 1 調査対象地について 

コープ

こうべ
とくし丸

まんのう町

商工会

調査

市町村

兵庫県

小野市

中山間地域・

団地

徳島県

板野町・

藍住町

中山間地域

香川県

まんのう町

中山間地域

販売員

の所属

コープこうべ

西神店
Tサポート 千葉生花店

発案者
小野市

地区協議会
とくし丸

まんのう町

商工会

補助金 無 無 あり
 

 利用者へのアンケートは主に移動販売が

どのように使われているか、利用するよう

になったきっかけ、普段の行動と購買行動

の関係性などについて利用者様から見た移



動販売利用環境を把握することが目的であ

る。移動販売車に同行し、現地の停留所で

アンケートを収集した。販売員アンケート

は移動販売の利用者と事業者の中間の立場

として、移動販売の利用のされ方や現場で

求められていることなどについて質問をす

る。事業者インタビューに関しては反構造

化インタビューとし、個々の事例に特徴的

な運営システムや背景を聞き取る。インタ

ビューの内容は事業開始の検討課題、住民

への周知の方法、固定客になるための取り

組み、他のステークホルダーとの関りなど

である。 

4. 論考 

4.1. 移動販売の利用のされ方 

 決まったスケジュールで外出する際に、

ついでとして買い物を行うかどうかを調査

した質問で、高齢者は体力がないことから

一度の外出で一つの目的のみしかできない

ことが現状であると判明した。つまり、移

動販売車がなければ普段の目的とは別に買

い物をするためだけに外出しなければなら

ず、負担がかかっている現状があることが

分かった。 

 また、買い物頻度と移動販売での購入金

額の関連を見たところ、買い物頻度が多い

ほど購入金額が少なく、買い物頻度が少な

くなるにつれて、移動販売での利用金額が

増加していた。週に１回や２回の人々は移

動販売に行くことで店舗の利用を減らして

いることがあり、移動販売が利用者の生活

に必要なものとなっていた。さらに、移動

販売のみの利用者はより高い金額を移動販

売で使っており、店舗で買い物していた部

分を移動販売での購入に置き換えたと考え

ることができた。 

 移動販売の利用については段階があると

考え、利用者の移動販売の利便性や買い物

頻度、他のサービスの利用から移動販売の

利用者を以下の図１のように買い物に占め

る移動販売への依存度で分類した。 

 

 

 

 移動販売利用者の中でも移動販売に対し

て低依存な人は興味や将来への不安感から

移動販売を利用している。より依存度の高

い利用者には移動販売を活用して普段の買

い物を減らすケースや食品の品目によって

移動販売と店舗などを使い分けるケースが

あった。さらに、移動販売に依存している

場合はどうしてもという場合にのみ店舗ま

で買い物をしに行くといった、移動販売中

心に買い物を行っている例である。そして、

最終的な形態として完全に移動販売に頼る

人々がいた。 

 これらの他に子連れや学校帰りの子供た

ちの利用のような高齢者以外の層が移動販

売によって生活の質が高められている例が

あった。 

図 1 移動販売の利用状況から分類した利

用者の買物状況 



4.2. 移動販売の類型 

 各ステークホルダーは移動販売に関して

商業的側面と福祉的側面のどちらかまたは

両方の目的を持っており、一概に移動販売

事業をビジネスや福祉と言い切ることはで

きない。また、目的とは別に他のステーク

ホルダーへのメリットとなる移動販売事業

における役割（表２）がある。 

表 2 各ステークホルダーの移動販売にお

ける役割 

ステークホ

ルダー

商業的

はたらきかけ

福祉的

はたらきかけ

住民 商品の購入 コミュニティ創出

民間

事業者
商品の供給

行政 補助金・助成金

民生委員・

児童委員

コミュニティ創出

買い物サポート

商工会

補助金・助成金

機材管理・

事業支援

社会福祉

協議会

住民の

生活状況把握
 

 このほかに地域や利用者に合わせた運行

スタイルで移動販売の類型を分けることも

でき、客単価は低くなるが、空き地や施設

の駐車場のように多くの利用者が集まる拠

点のようなスタイルと客単価は高いが、一

軒一軒の庭先や玄関先までトラックが来て

販売するスタイルがある。 

4.3. 持続可能性の検討 

移動販売というビジネスが続くのであれ

ば、販売員や事業者にとっては収入があり

続けることになるため有益である。福祉的

に移動販売が続くというのはその地域の住

民が買い物をする場が近くにあり、生活の

質を保ち続けることができるという点で行

政も住民にとっても有益である。移動販売

事業継続のためにはより多くの住民に移動

販売を利用してもらう必要があり、これら

のステークホルダーが移動販売に関わる場

合、立場を生かした協力を移動販売にして

いく必要がある。また、利用者を保つため

には住民との信頼関係が一番重要であると

の意見が多数であったため、事業者は民生

委員や社会福祉協議会などを通して住民に

情報が伝達するような仕組みが効果的なの

ではないかと考える。 
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